
特 記 仕 様 書 

 
工事名  海づり施設桟橋塗装工事 

 
第  1  条 【適 用】 
     この仕様書は、上記工事の施工に適用する特記事項を定めたものであり、「千葉県 

土木工事共通仕様書」及び「千葉県土木工事書類作成マニュアル」並びに設計図書、 
関係法令に従い施工するものとする。また、「市原市建設工事適正化指導要綱」に基 
づき、工事の適正な施工体制を確保すること。なお、「千葉県土木工事共通仕様書」 
については、県を市に読み替えるものとする。 

 
第  2  条 【現場代理人・主任技術者（監理技術者）の選定及び常駐を要しない期間】 
     受注者は、現場代理人・主任技術者（監理技術者）の選定にあたっては、塗装工 

事（公共工事）に関し、経験と実績のある技術者を優先して選定するものとする。 

 
 2 現場施工に着手するまでの期間 

     請負契約の締結後、工事施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材 
の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間）については、主任技術者又は監理 
技術者の工事現場への専任及び現場代理人の常駐を要しない。なお、現場施工に着 
手する日については、請負契約の締結後、監督職員との打合せにおいて定める。 

 
   3 検査終了後の期間 
     工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）事 

務手続、後片付け等のみが残っている期間については、主任技術者又は監理技術者 
の工事現場への専任及び現場代理人の常駐を要しない。なお、検査が終了した日は、 
発注者が工事の完成を確認した旨、受注者に通知した日（例：「工事完成認定書」等 
における日付）とする。 

 
第 3 条 【兼務を認める対象工事】 
     本工事は、「現場代理人の常駐義務の緩和に関する取扱要領」に基づき、他の市発 

注工事又は本市内での国若しくは他の地方公共団体発注工事（ただし、国又は他の 
地方公共団体の承諾が得られている場合に限る。）と現場代理人等の兼務ができる。 
なお、現場代理人が当該工事現場に不在となる場合においても、現場代理人と監督 
職員の間で常に連絡がとれる体制を確保すること。 

 
第 4 条 【施工計画】 
     受注者は、工事着工日から 30 日以内に工事目的物を完成するために必要な手順や 

工法等についての「施工計画書」を正副 2部作成し、監督職員に提出する。その場 
合、受注者は下記事項について記載するものとする。また、監督職員がその他の項 
目について、補足を求めた場合は追記する。なお、施工計画書を変更する場合も同 
様とする。 



   (1)工事概要          ：工事件名・内容・工期・受注者の基本姿勢等 
   (2)実施工程表        ：現場内容に応じた方式（PERT 又はﾊﾞｰﾁｬｰﾄ方式） 
    (3)現場組織          ：職務分担・特殊技能者・下請負業者等 
    (4)使用機械          ：使用機械の型式・能力（ｸﾚｰﾝ吊能力表等検討資料添付） 
    (5)主要資材          ：主要材料の搬入・検査及び資材のﾒｰｶｰ・販売店等 
    (6)施工方法          ：主たる工種の施工方法及び仮設計画等 
                 （主要機械・仮設備計画・工事用地等を含む） 
    (7)施工管理計画      ：品質管理・工程管理・出来形管理 
    (8)緊急連絡体制・対応：下請負及び夜間の連絡体制を含めて 
    (9)安全管理      ：安全管理体制・交通安全対策・地下埋設物・沿道構造物 
               安全訓練等の計画・気象条件に関すること、その他 
   (10)環境対策      ：騒音・振動対策・苦情処理等地元対策 
  (11)現場作業環境整備  ：安全柵・資材保管計画・現場事務所・ﾄｲﾚ等 
  (12)再生資源利用促進  ：現場内での再利用計画・工事間での再利用・再生資源施設へ 

の搬入計画・再生資材の積極的利用再生資源利用（促進）計 
画書を添付 

 
第 5 条 【施工管理】 
     本工事の施工管理については、「千葉県土木工事共通仕様書」及び「千葉県土木工 

事施工管理基準」によるものとする。なお、詳細については次のとおりとする。 
    1.出来形管理 
      (1) 本工事の出来形管理基準及び規格値は、「千葉県土木工事施工管理基準」によるも 

のとする。その他、監督職員の必要とするものについても提出すること。 

      (2) 本工事の写真管理は、「千葉県土木工事施工管理基準」の土木工事写真管理基準及 

び「工事記録写真作成要領」（平成 21 年 4 月 1 日改正）によるものとする。その他、 

撮影方法は、施工状況・出来形寸法・品質管理状況が明確に確認できるよう撮影  

すること。 

(3)施工写真の撮影 

    ア 撮影位置数は、次の範囲で設定する。 

      塗装面積による撮影位置数 

塗装面積 撮影位置数 

200 ㎡未満 ３～５箇所 

200 ㎡～1,000 ㎡ ６～１０箇所 

1,001 ㎡～2000 ㎡ １１～２０箇所 

2,001 ㎡以上 １５箇所以上 

 

    イ 撮影位置の選定にあたっては監督職員の承諾を得て、次により撮影するものと

する。 

① 橋梁塗装面のうち、錆発生の著しい箇所及び錆発生が予想される箇所を優先

して撮影位置を選定すること。 

② 設定位置ごとに１断面を撮影する。 

（例）Ⅰ型断面の場合、両側ウェブ、上フランジ下面、下フランジ両面をそ 



 れぞれ撮影すること。 

ウ 撮影は各工程ごとに同位置、同方向より行い、撮影位置には、番号等で管理し位

置の変動がないようにすること。 

    2.工期及び工程管理 
      (1) 本工事の工期には雨天、休日（土曜・日曜・祝日・年末年始等）を含むものとす 

る。 
      (2) 受注者は本工事の全体工程を把握し、工期に遅れることなく工事を完了させるこ 

と。 
   (3) 受注者は履行報告を月末締めとし提出すること。なお、工程に遅れが生じた場合 

は、改善方法を検討し、改善方法を反映させた以後の工程計画を監督職員に提出し 
承認を得るものとする。 

    3.品質管理 
     本工事は「千葉県土木工事施工管理基準」に定める試験項目、試験方法及び規格 
    値により管理するものとし、試験区分で「必須」となっている試験項目は必ず実施 

すること。また材料の使用条件については、鋼道路橋塗装・防食便覧による。 
なお、下記の表に定める試験についても実施すること。 

工種 試験項目 試験頻度 規格値 

現場塗装工 

 
 

気   温 1 回/施工日 材料の使用条件 

湿   度 1 回/施工日 材料の使用条件 

付着塩分量測定 各層塗装前 NaCl 50mg/m2 以下 

 
第 6 条 【安全管理】 
  1.安全管理 
     交通安全対策については、各管理者の許可条件等を厳守すること。また、夜間に 

おける照明施設・休日・作業休止日における安全柵、歩行者の通路の確保等には万 
全な対策を講じるとともに、適時パトロールを実施すること。 

    2.安全訓練等 
     工事着手後、作業員全員の参加による安全訓練等の具体的な計画を作成し、施工 

計画書に添付すること。 
     なお、安全教育及び安全訓練等の実施状況を記録した資料を整備・保管し、監督

職員の請求があった場合は、直ちに提示すること。 
    3.気象条件に関すること 
     次の内容を含めた安全対策の具体的な内容を施工計画に明記すること。 
        1) 現場特性の事前把握 
        2) 中止・再開基準の設定 

      3) 迅速に退避するための対応 

     4) 日々の安全管理の徹底 

     5) 現場の点検方法、対応方法及び体制 

      6) その他 

  4.地震や台風時等の状況報告に関すること 

     次の場合は速やかに現場点検を実施し、現場に問題等があった場合は書面にて監 



督職員へ報告すること。 

1) 震度 4 以上の地震が発生した場合 

2) 台風の予想進路内に入った場合 

3) 暴風警報が発令された場合 

4) 大雨警報が発令された場合 

 

第 7 条 【環境対策】 

       (1) 施工機械については、近隣住民の生活環境への影響に配慮して、低騒音、低振動 

建設機械に認定されたものを使用する。なお、これにより難い場合は監督職員と協 

議するものとする。 

       (2) 不法・違法無線局（不法パーソナル無線）を設置したトラック・ダンプカー等を 

工事現場に立ち入らせないこと。 

 

第 8 条 【工事内容を示す標識の設置について】 

     受注者は工事現場に広報板、迂回指導板等の他、工事件名、工事場所、担当部課 

名、受注者の住所及び氏名・連絡先等を記載した表示板を一般通行人の見やすい場 

所に設置する。 

 

第 9 条 【地元説明資料の作成及び説明】 

     受注者は施設利用者説明資料の作成について監督職員と協力し、資料を作成する

ものとする。また、工事着手前及び工事中、必要に応じ工事内容を施設利用者に周

知し、協力を求めるために必要な措置を講じなければならない。 

 

第 10 条 【塗装仕様】 

     (1)水洗い工   下塗り前、中塗り前、上塗り前の 3回行う。 

     (2)ケレン作業工 3 種とする。 

              ※活膜が損なわれている箇所が判明した場合は、素地調整完了 
後の段階確認時において監督職員に報告すること。 

     (3)塗装塗替工   下塗りは、弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料（又は同等品以上） 

とし、膜厚は 60μm 以上とする。 

                中塗りは、弱溶剤形ふっ素樹脂塗料（又は同等品以上）とし、 

膜厚は、30μm 以上とする 

上塗りは、弱溶剤形ふっ素樹脂塗料（又は同等品以上）とし、 

膜厚は、25μm 以上とする。 

       (4)塗装には、タッチアップ等を含むものとする。 

     (5)工事着手前に色見本を提出し、事前に監督職員の承諾を得ること。 

       また、下塗り、中塗り・上塗りについては、それぞれ異色の塗料を使用するこ

と。 

 

第  11  条 【竣工図の提出】 

     工事完了後、現地を実測し、竣工図を作成して 1部提出すること。また、電子化 

（P21・SXF）し提出すること。 



 

第 12 条 【建設副産物及び再生資源利用（促進）計画】 

    1.共通事項 

(1) 「千葉県建設副産物対策の手引き(令和3年3月策定)」及び関係法令等に基づき、 
本工事に係る「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」を「建設 
副産物情報交換システム（ＣＯＢＲＩＳ）」により作成し、施工計画書に含め各１ 
部提出すること。また、計画の実施状況（実績）については、「再生資源利用実施 
書」及び「再生資源利用促進実施書」並びに「建設副産物情報交換システム工事 
登録証明書」を同システムにより作成し、各１部提出するとともに、これらの記 
録を工事完成後 5 年間保存しておくこと。 
◎作成対象工事「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」は請負金 
額が、「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」並びに「建設副産 
物情報交換システム工事登録証明書」は最終請負金額が１００万円以上の全ての 
工事について建設資材の利用、建設副産物の発生・搬出の有無にかかわらず作成 
する。 

(2) 受注者は法令等に基づき、作成した「再生資源利用計画書」及び「再生資源利 
用促進計画書」を工事現場の公衆が見やすい場所に掲げなければならない。  

(3) 「建設副産物の処理基準及び再生資材の利用基準」に基づき、建設副産物の処

理に先立ち、「建設副産物処理承認申請書」を作成し、監督職員の確認を受け、同

申請書を１部提出すること。なお、建設廃棄物の処理を委託する場合は、収集運

搬又は処分について許可業者と各々建設廃棄物処理契約を締結し、「建設廃棄物処

理委託契約書」を監督職員に提示するとともに、同契約書の写しを同申請書に添

付すること。建設副産物の処理完了後速やかに、「建設副産物処理調書」を作成し、 
１部提出するとともに、実際に要した処理費等を証明する資料（受入伝票、写真 
等）を監督職員に提出し確認を受けること。 

(4) 建設廃棄物の処理に当たって、産業廃棄物管理票制度に基づく紙マニフェスト 
方式による場合は、原則として複写式伝票の D 票及び E 票の写しを提出すること。 
また、電子マニフェスト方式による場合は、原則として廃棄物の処理及び清掃に 
関する法律に基づき指定された情報処理センターが発行する当該工事のマニフェ 
スト情報を収録した電子媒体又は建設廃棄物の引渡し時、運搬終了時及び処分終 
了時に登録される情報を印刷したもの（受渡確認票等）を提出すること。 

2.建設発生土 

(1) 指定処分(A)（工事間流用）の場合 

     本工事で発生する建設発生土のうち、下記に示す建設発生土については、工事間 

流用を図るものとし、下記指定地に搬出すること。 

ｱ)搬出先（相手先工事名・場所） ○○○○○○工事 市原市○○地先 

ｲ)土質及び処分量   第○種 建設発生土 ○○㎥ 

ｳ)搬出時期      令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 

    (2) 指定処分(A)（その他）の場合 

     建設発生土（〇〇m3）は、片道運搬距離○○㎞の市原市○○地内の○○の指定場 

所に搬出するものとする。 

    (3) 指定処分(B)の場合 



     建設発生土（○○㎥）は、片道運搬距離○○㎞に搬出するものとする。 

3.建設廃棄物 

     本工事により発生する 

1) スクラップ（9.0t）は、市原市五井金杉 2-2-1 地内、片道運搬距離 4.3 ㎞の 

㈱富澤商店、またはその他の中間処理施設に運搬し、処理すること。 

 

第 13 条 【建設業退職金共済制度に係る掛け金収納の確認】 

     上記制度の履行確保を図るため、契約ごとに共済組合掛金の収納実績の確認を行 

う。 

(1)掛け金収納の確認方法 

１件５００万円以上の工事請負契約を締結した受注者は、勤労者退職金共済機構 

の掛金収納書を添付した「建設業退職金共済証紙（退職金ポイント）購入状況報告  

書」（以下「報告書」という。）を工事契約締結後１か月以内（電子申請方式の場合

は、工事契約締結後４０日以内）に提出すること。 

報告書を期限内に提出できない旨の申し出があった場合は、その理由及び共済証 

紙（退職金ポイント）の購入予定時期等を記載した「建設業退職金共済証紙（退職

金ポイント）購入遅延報告書」を提出すること。 

なお、証紙（退職金ポイント）の購入状況を把握するため必要があると認められた

ときは、関係資料を提出すること。 

(2)下請業者への現物交付等  

受注者は、工事の一部を下請業者に施工させる場合には、下請代金に応じた共  

済証紙の現物交付若しくは退職金ポイントを充当すること、または掛金相当額の

下請代金への算入を行うとともに下請業者の建退共制度への加入並びに共済証紙

の購入及び貼付若しくは退職金ポイントの充当の促進を務めるよう下請業者を指

導すること。 

(3)共済証紙（退職金ポイント）の購入額 

受注者は、建設現場ごとの建設業退職金共済制度の対象労働者数及びその就労 

予定日数を的確に把握し、必要な共済証紙枚数または退職金ポイント数を購入す

ること。 

       ただし、必要な共済証紙（退職金ポイント）の把握が困難な場合は、｢掛金納  

     付の考え方について｣を参照し、工事種別等により選択した値を報告書の計算式に

記入し購入額を算出すること。 

  なお、工事の一部を下請業者に施工させる場合には、受注者と下請業者の証紙 

（退職金ポイント）購入額を合算するものとする。 

(4)証紙（退職金ポイント）の購入 

受注者は、５００万円未満の工事についても証紙（退職金ポイント）の購入に   

努めること。 

 

第 14 条 【工事カルテ作成・登録について】 

受注者は工事請負代金額が 500 万円以上の工事について、受注時または変更時に

おいて、工事実績情報サービス（CORINS）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に

工事実績情報として「工事カルテ」を作成し監督職員の確認を受けた後、受注時は



契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内に、登録内容の変更時は変更があ

った日から土曜日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内に、完成時は工事完成後 10 日

以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請をしなければならない。 

なお、変更時と工事完成時の間が 10 日間に満たない場合は、変更時の登録申請を

省略できる。 

 

第 15 条 【対外折衝】 

     受注者は、現場組織に対外折衝を担当する渉外責任者を選定し、工事中関係官公 

署・付近住民と交渉を必要とするとき、又は交渉を受けた時は誠意をもって解決を 

はかり、その経緯について記録し遅滞なく報告しなければならない。 

なお、この内容が工事の進捗や設計変更等に重大な影響がある場合は、直ちに監 

督職員に報告し、その指示に従って解決しなければならない。 

 

第 16 条 【第三者の被害の補償】 

     契約書第 29 条に定める第三者の被害の補償について、受注者の工事施工上の不手 

際による被害は、すべて受注者の負担とする。又軽易な一般補償、工事中の応急措 

置、設計上の影響を超える部分の復旧費についても、すべて受注者の負担とする。 

2 家屋、その他の工作物に与えた損害が日常生活や営業等に著しく支障をきたす場 

合は、監督職員の指示により応急処置を講ずること。 

 

第 17 条 【電子納品】 

     本工事は電子納品対象工事とし、「市原市電子納品に関する手引き」により納品す 

るものとする。 

2 電子納品のレベルは 1とし、電子納品の対象書類は、次のとおりとする。 

①発注図書、工事数量総括表、特記仕様書 

②測定結果一覧表 

③完成図面 

④工事写真（参考図含む） 

3  電子納品時に紙での提出も必要と思われる場合は、別途協議をする。 

4  電子化に必要な環境については、十分理解をして作業をすること。なお、電子納 

品作成支援ソフト、チェックソフトは必ず使用すること。 

 

第 18 条 【段階確認】 

       1  受注者は、下記の表に定める確認時期において段階確認を受けなければならない。 

       2  受注者は、事前に段階確認に係る時期の通知、立会依頼書等を書面により監督職 

員に提出しなければならない。 

また、監督職員から段階確認の実施について通知があった場合には、受注者は、段 

階確認を受けなければならない。 

       3  受注者は、段階確認に臨場するものとし、監督職員が押印し、確認した箇所に係 

る書面を検査時までに監督職員へ提出しなければならない。 

       4  受注者は、監督職員に完成時不可視になる施工箇所の調査ができるよう十分な機 

会を提供するものとする。 



       5  段階確認は臨場が原則であるが、やむを得ず監督職員等の臨場確認が得られない 

場合は、受注者は施工記録、写真等の資料を整理、提出し、机上確認を受けること 

ができる。 

 

     段階確認一覧表 

工 種 確認時期 確認頻度 確認項目 

素地調整 完了後   

塗装塗替 各塗装完了後  膜厚 

 

第 19 条 【ワンデーレスポンス対象工事】 

     本工事は、千葉県土木共通仕様書を適用しワンデーレスポンスを実施する。 

     ただし、同仕様書の「その日のうち（24 時間以内）」は「受付した翌開庁日の 17 

時まで」に読み替えて運用する。 

 

第 20 条 【設計変更】 

     本工事の設計変更手続きについては、建設工事請負契約書ならびに土木工事請負 

契約に係る設計変更ガイドラインに従うものとする。 

 

第 21 条 【休日作業等】 

     受注者は当該仕様書に施工時間等が定められていない場合で、官公庁の休日また 

は、夜間にやむを得ず作業を行うにあたっては、数日前までにその理由と作業内容 

を監督職員に連絡しなければならない。その後、速やかに施設管理者へ周知すること。 

 現道上以外の工事については、書面提出の必要はなく、口頭、ファクシミリ、電子

メール等により事前に監督職員に連絡していれば良い。 

  

第 22 条 【中間検査の対象工事】 

     本工事は、市原市建設工事検査規定第 4 条に規定する中間検査を実施予定の工事

である。 

(1)中間検査は、検査依頼日までに完了した出来形部分の確認及び技術的確認等を行

うが、給付の対象とはしない。 

(2)工種及び項目・時期は次の表のとおりとする。 

指定工種 項目・時期 

桟橋現場塗装工 上塗り塗替塗装後、足場撤去前 

 

第 23 条 【１日未満で完了する作業の積算】 

   （1）「１日未満で完了する作業の積算」（以下、「１日未満積算基準」と言う。）は、積

算基準（千葉県）によるものとする。 

   (2)１日未満積算基準は、変更積算のみに適用する。 

   (3)受注者は、施工パッケージ型積算基準と乖離があった場合に、１日未満積算基準の

適用について協議を行うことができるものとする。 

   (4)同一作業員の作業の作業が他工種・細別の作業と組合せで１日作業となる場合には、



１日未満積算基準は適用しない。 

   (5)受注者は(3)の協議を行うに当っては当該作業完了後速やかに、１日未満積算基準

に該当することを示す書面その他協議に必要となる根拠資料（日報、実際の費用が

わかる資料等）を監督職員に提出すること。実際の費用がわかる資料（見積書、契

約書、請求書等）により、施工パッケージ型積算基準との乖離が確認できない場合

には、１日未満積算基準は適用しない。 

   (6)災害復旧工事等で人工精算する場合、「時間的制約を受ける公共土木工事の積算」

を適用して積算する場合等、１日未満積算基準以外の方法によることが適当と判断

される場合には、１日未満積算基準を適用しない。 

   (7)施工箇所が点在する工事は、当該発注工事の総数量で判断する。ただし、現場条件

等※により、これによりがたい場合は協議するものとする。 

   ※現場条件等とは、工事箇所が１ｋｍを超えて点在するなど、発注工事の総数量を分 

割して施工することが適当で、施工条件により日を分けて施工する必要のある工事 

などのことをいう。 

 

第 24 条 【熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行工事】 

    1 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費の補正を試行する対象工事とする。 

    2 受注者は、契約後速やかに、本試行の適用について、監督職員と協議すること。 

    3 工事の実施にあたっては、「市原市熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行要

領」（市原市ホームページに掲載）に基づき行うこと。 

 

第  25 条 【工事期間】 

当工事の工事期間は１１７日間とする。 

工事期間のうち、準備期間として４０日間、作業期間として２４日間、休日（不稼

働日）期間として１９日間、中間検査期間として１４日間、跡片付け期間として２

０日間を想定している。 

※休日（不稼働日）は雨天、休日（土曜・日曜・祝日・年末年始・夏季休暇）等を

いう。 

※ 当該条項は発注段階での工事期間の見込みを示すものであり工事期間変更時に 

記載の変更は行わないものとする。 

（契約後の工事期間は契約書による） 

 

第  26  条 【法定外の労災保険の付保】 

     本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。 

 

第  27  条 【市原市建設工事関連書類の取扱ガイドライン】 

     市原市が発注する建設工事における受注者の提出書類等の取扱いは各種提出書類 

の様式を定める法規、法令、規則、規程、要綱、要領等の他「市原市建設工事関連 

書類の取扱ガイドライン」に準ずることとする。書類事務に情報通信技術（ ICT ） 

の利用を希望する場合は、「 市原市建設工事電子メール活用実施要領」 や 「 市原 

市建設工事情報共有システム試行要領」に基づき監督員と協議すること。 

 



第 28 条 【週休２日制適用工事】 

    本工事は、市原市建設工事週休２日制適用工事実施要領（以下「要領」という。）に

基づく「現場閉所による週休２日工事（月単位の週休２日）」であり、これに相当す

る経費補正を行い、予定価格を設定している。 

２ 受注者が工事着手前に完全週休２日を希望した上で、要領に基づく「現場閉所に 

よる週休２日工事（完全週休２日）」を実施し、完全週休２日の水準に達成した場合

は、これに相当する経費補正に変更することとする。 

３ 対象期間について、夏期休暇として３日間、年末年始休暇として６日間を除くもの

とするが、受注者は工期内の適切な時期に、この日数以上の休日（現場閉所）の確

保に努めること。 

 

第 29 条 【中東情勢の変化等による建設資材の流通状況を踏まえた設計変更】 

  本工事は、供給の偏りや流通の目詰まりにより入手が困難となっているナフサを 

由来とする建設資材(以下、「調達検討資材」)の調達に必要となる経費(以下、「別途

調達経費」)について、設計変更を行う対象工事である。 

２ 受注者は、調達検討資材について別途調達経費が必要となる場合には、事前に監督

職員と協議するものとする。なお、別途調達経費が必要となる場合とは、以下を想定

している。 

①  調達検討資材の代替資材を調達した場合 

②  調達検討資材の流通経路を見直して調達した場合 

③  調達検討資材を調達した場合(ただし別途調達経費を含む) 

３  受注者は、別途調達経費に係る証明書類(実際の取引伝票等)を監督職員に提出する

ものとし、その別途調達経費については設計変更の対象とする 

 

第 30 条 【施工条件の明示】 

明 示 項 目 明  示  事  項 

工 程 関 係 

第 5 条の 2による。 

 また、作業日時等については、監督職員及び施設管理者と協議

し決定すること。 

 

用 地 関 係 

資材置き場や仮設駐車場等については、受注者の責任において、

地権者と交渉し、借地するものとする。なお、事前に監督職員と

協議すること。 

 

公 害 対 策 関 係 

第 7条による。 

使用材料等は、海中に落とさないよう十分注意すること。また、

落下したものは、責任をもって回収すること。 

 

安 全 対 策 関 係 

第 6条による。 

作業時間帯及び休日・夜間等の安全対策は、十分注意すること。 

近隣に迷惑が掛からないように最大限努力すること。 



工事中においても本工事範囲外で施設を開放するため、利用者

の安全に万全を期し、標識類、防護柵等の安全施設については、

適宜必要に応じて設置すること。なお、このことについて事前に

施設管理者と協議を行うこと。 

 施設内道路は徐行運転とし、施設利用者に対しての安全対策は

万全を期すること。 

 夜間、休日等の安全対策についても行うこと。 

 工事中は館内放送に従うこと。 

 

工 事 用 道 路 関 係 

建設機械及び工事材料等の搬入車両については、監督職員と協

議し指定された道路を使用することとし、無秩序に施設内道路を

使用しないこと。 

 

仮 設 備 関 係 

工事影響範囲に安全柵等を設置し、第三者の現場立ち入りを防

ぐよう万全の措置を講じること。 

本工事では足場材の搬入・搬出は、連絡橋に積込み積降ろしを

行い、施工箇所までは連絡橋上及び桟橋上を小運搬するものとし

て積算を行っている。なお、その他の方法での施工については、

監督職員と協議するものとする。 

工事看板等の設置は、周知期間を確保するため、現場着手の２

週間前には設置すること。 

施工に際し必要な仮設備及び動力・用水光熱費等は、すべて受

注者の負担とする。 

 

建 設 副 産 物 関 係 第 12 条による。 

工 事 支 障 物 関 係 

現場着手前に支障物の有無を確認してから着手すること。支障

物があった場合は、速やかに監督職員に報告し、関係機関と確認

の協議を行い、十分注意して施工すること。 

 

そ  の  他 

海づり施設に隣接する道路は千葉県所管の管理用道路であるた

め、資材搬入出に伴い道路上での荷揚げ荷降ろしをする場合には、

作業届出が必要となる。工程表・規制図を作成し監督職員へ提出

すること。また、資材搬入出の際は、交通誘導員を 1 名以上配置

し、事故防止に努めること。 

仮設材等の搬出入は、原則施設休館日に行うこととし、事前に

施設管理者と協議を行うこと。 

 ケレン屑の運搬処分については、その発生量が塗り替え箇所ご

との現状塗膜の素地調整度合によるところであり、想定が困難で

あるため、ケレン作業完了後に実績を踏まえ、発注者と協議を実

施した上で、運搬処分方法等を定めることとする。 

 


